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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一部が、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、
　少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、
　１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、
　クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～６０
質量％のポリ（アリーレンエーテル）と、
　２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、
　１気圧下、２５～５０℃の範囲の少なくとも１つの温度で液体である、１０～２０質量
％のリン酸トリアリールと、を含有する射出成形組成物の製品であり、
　質量％はすべて、前記射出成形組成物の全質量に対するものであり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、１００秒－１および１０，０００秒－１のせん断速度
に対して、２６０～３００℃の全範囲において、前記射出成形組成物のせん断速度依存指
数が６～１７であることを特徴とする射出成形品。
【請求項２】
　前記ゴム変性ポリスチレンは、８８～９４質量％のポリスチレンと、６～１２質量％の
ポリブタジエンと、を含むことを特徴とする請求項１に記載の射出成形品。
【請求項３】
　前記リン酸トリアリールは、レゾルシノールビス（ジフェニルホスフェート）、ビスフ
ェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）、あるいはこれらの混合物であることを特徴
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とする請求項１または２に記載の射出成形品。
【請求項４】
　前記射出成形組成物はさらに、０．５～５質量％のポリスチレン－ポリブタジエン－ポ
リスチレントリブロック共重合体を含むことを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれ
かに記載の射出成形品。
【請求項５】
　前記射出成形組成物は、ポリアミド、ポリエステル、ポリオレフィンホモポリマー、ポ
リ（アルケニル芳香族）ホモポリマー、ポリ（フェニレンスルフィド）、およびアルケニ
ル芳香族と共役ジエンとの水素化ブロック共重合体を含まないことを特徴とする請求項１
乃至請求項４のいずれかに記載の射出成形品。
【請求項６】
　前記射出成形組成物が２質量％までの高分子離型剤および／または０．５質量％までの
フルオロポリマー含有添加剤を含むならば、前記射出成形組成物は、前記ポリ（アリーレ
ンエーテル）と前記ゴム変性ポリスチレンとポリスチレン－ポリブタジエン－ポリスチレ
ントリブロック共重合体以外のいかなるポリマーも含まないことを特徴とする請求項１乃
至請求項５のいずれかに記載の射出成形品。
【請求項７】
　前記射出成形品は電槽であることを特徴とする請求項１乃至請求項６のいずれかに記載
の射出成形品。
【請求項８】
　前記射出成形品は、
　３０～１００ｃｍの第１の寸法と、
　３０～１００ｃｍの第２の寸法と、
　０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有する少なくとも１つの基本的に平面状の断面
を含み、
　前記射出成形組成物は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．４３
ｄＬ／ｇの、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）を含む４５～５５
質量％の前記ポリ（アリーレンエーテル）と、
　２５～３１質量％の前記ゴム変性ポリスチレンと、
　１２～２０質量％の前記リン酸トリアリールの難燃剤と、を含有し、
　前記射出成形組成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１お
よび１０，０００秒－１、温度が２６０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１２～
１７であり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒－１の条件で測
定した粘度が６００～１０００Ｐａ・ｓであり、
　ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件で測定した溶融体積流量が
３０～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎであり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度が８１～１
００℃であり、
　温度２３℃で測定した成形収縮が０．４～０．７％の電槽であることを特徴とする請求
項１に記載の射出成形品。
【請求項９】
　射出成形組成物を射出して射出成形品を製造する方法であって、
　前記射出成形品の一部は、
　少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、
　少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、
　１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、
　前記射出成形品は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ
／ｇの、３０～６０質量％のポリ（アリーレンエーテル）と、
　２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、
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　１気圧下、２５～５０℃の範囲の少なくとも１つの温度で液体である、１０～２０質量
％のリン酸トリアリールと、を含有する射出成形組成物の射出成形品であり、
　質量％はすべて、前記射出成形組成物の全質量に対するものであり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、１００秒－１および１０，０００秒－１のせん断速度
に対して、２６０～３００℃の全範囲において、前記射出成形組成物のせん断速度依存指
数が６～１７であることを特徴とするステップを備える射出成形方法。
【請求項１０】
　前記射出成形品は、
　３０～１００ｃｍの第１の寸法と、
　３０～１００ｃｍの第２の寸法と、
　０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有する少なくとも１つの基本的に平面状の断面
を含む電槽であり、
　前記射出成形組成物は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．４３
ｄＬ／ｇの、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）を含む４５～５５
質量％の前記ポリ（アリーレンエーテル）と、
　２５～３１質量％の前記ゴム変性ポリスチレンと、
　１２～２０質量％の前記リン酸トリアリールの難燃剤と、を含有し、
　前記射出成形組成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１お
よび１０，０００秒－１、温度が２６０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１２～
１７であり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒－１の条件で測
定した粘度が６００～１０００Ｐａ・ｓであり、
　ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件で測定した溶融体積流量が
３０～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎであり、
　ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度が８１～１
００℃であり、
　温度２３℃で測定した成形収縮が０．４～０．７％であり、
　前記射出成形には、２６０～３００℃のバレル温度と、５０～９０℃の型温度と、を用
いることを特徴とする請求項９に記載の射出成形方法。
【請求項１１】
　充填材を含まないことを特徴とする請求項１に記載の射出成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　ポリ（アリーレンエーテル）類は、高い酸素浸透性と酸素／窒素選択性と共に、優れた
耐水性、寸法安定性および固有の難燃性で知られるプラスチックの一種である。強度、剛
性、耐薬品性および耐熱性などの特性は、ポリ（アリーレンエーテル）を種々の他のプラ
スチックと配合して、例えば衛生器具、配電盤、自動車部品およびワイヤーやケーブルの
絶縁体などの広範囲の消費財の要求に合うように調整できる。
【背景技術】
【０００２】
　ポリ（アリーレンエーテル）と、ゴム変性ポリスチレンと、難燃剤と、を含む射出成形
組成物は、種々の物品の成形に一般に用いられる。これらの組成物の射出成形に必要な溶
融レオロジー特性は一般に既知である。しかしながら、本発明者は、同様な溶融レオロジ
ー特性を示す射出成形組成物を大型で薄肉の断面を有する物品の成形に用いると、違った
成形特性を示し得ることを見出した。例えば、一部の成形組成物は、その他のものに比べ
て、はるかに大きな成形収縮および／または反りを示す。従って、ポリ（アリーレンエー
テル）組成物から作られ、大型で薄肉の物品の成形を向上させる、以前には認識されてい
なかった溶融レオロジー特性に関する制限を特定することが求められている。また、以前
には認識されていなかった溶融レオロジー特性に関する制限を満足するポリ（アリーレン
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エーテル）組成物を特定することも求められている。
【発明の開示】
【０００３】
　上記およびその他の欠点は、射出成形品の一部が、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と
、少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成
形品は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０
～６０質量％のポリ（アリーレンエーテル）と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレ
ンと、１気圧下、２５～５０℃の範囲の少なくとも１つの温度で液体である、１０～２０
質量％のリン酸トリアリールと、を含有する射出成形組成物の射出成形品であり、質量％
はすべて、前記射出成形組成物の全質量に対するものであり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準
じて、せん断速度が１００秒－１および１０，０００秒－１、温度が２６０～３００℃の
条件で測定した前記射出成形組成物のせん断速度依存指数が６～１７であることを特徴と
する射出成形品によって緩和される。
【０００４】
　別の実施形態は、射出成形組成物を射出して射出成形品を製造する方法であって、前記
射出成形品の一部は、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、少なくとも１０ｃｍの第２の
寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成形品は、クロロホルム中２５℃
で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～６０質量％のポリ（アリーレ
ンエーテル）と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、１気圧下、２５～５０℃
の範囲の少なくとも１つの温度で液体である、１０～２０質量％のリン酸トリアリールと
、を含有する射出成形組成物の射出成形品であり、質量％はすべて、前記射出成形組成物
の全質量に対するものであり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－

１および１０，０００秒－１、温度が２６０～３００℃の条件で測定した前記射出成形組
成物のせん断速度依存指数が６～１７であることを特徴とするステップを備える射出成形
方法である。
【０００５】
　以下、これらおよびその他の実施形態を詳細に説明する。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　本発明者は、せん断速度１００秒－１における溶融粘度とせん断速度１０，０００秒－

１における溶融粘度との比が、ポリ（アリーレンエーテル）射出成形組成物を用いた大型
でフラットな部品の成形可能性を予測する、以前には認識されていなかった有効変数であ
ることを見出した。２つの異なるせん断速度における溶融粘度比は、せん断速度依存指数
として既知である。せん断速度依存指数におけるせん断速度１００秒－１での溶融粘度の
重要性は、せん断速度１，０００秒－１未満での溶融粘度が射出成形にとっては重要でな
いという当分野での従来の知識から考えると、驚くべきものである。例えば、ある学術論
文では、種々のプロセスに関連するせん断速度範囲が開示されており、具体的には、射出
成形に対するせん断速度範囲として１，０００～１００，０００秒－１が開示されている
（Ｄ．Ｈ．Ｍｏｒｔｏｎ－Ｊｏｎｅｓの「Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ」（１
９９４）、３５ページ、表２．３）。しかしながら、本発明者は、射出成形者が遭遇した
問題を解決しようと試みる中で、成形温度２６０～３００℃では、せん断速度１００秒－

１における溶融粘度とせん断速度１０，０００秒－１における溶融粘度との比が６～１７
の範囲であれば、大型でフラットな部品の成形が改善されることを見出した。
【０００７】
　従って、ある実施形態は、射出成形品の一部が、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、
少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成形
品は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～
６０質量％のポリ（アリーレンエーテル）と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレン
と、２５℃において液体である、１０～２０質量％のリン酸トリアリール難燃剤と、を含
有する射出成形組成物の射出成形品であり、質量％はすべて、前記射出成形組成物の全質



(5) JP 5314128 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

量に対するものであり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１およ
び１０，０００秒－１、温度が２６０～３００℃の条件で測定した前記射出成形組成物の
せん断速度依存指数が６～１７である、ことを特徴とする射出成形品である。
【０００８】
　前記特定されたせん断速度依存指数６～１７は温度範囲が２６０～３００℃に対するも
のであり、特定のせん断速度依存指数は、用いる特定の成形温度に依存するであろう。こ
のせん断速度依存指数は、与えられた溶融温度に対して、せん断速度１００秒－１におけ
る溶融粘度とせん断速度１０，０００秒－１における溶融粘度との比として求められる。
後述の表３のデータを用いて説明するように、溶融温度２６０℃において、せん断速度１
００秒－１における溶融粘度は８４１Ｐａ・ｓである。せん断速度１０，０００秒－１に
おける溶融粘度は６４．２Ｐａ・ｓである。従って、せん断速度依存指数は、８４１／６
４．２＝１３．１となる。
【０００９】
　一部の実施形態では、温度２６０℃で測定したせん断速度１００秒－１と１０，０００
秒－１でのせん断速度依存指数は１２～１７であり、具体的には１３～１６であり、より
具体的には１３～１５である。一部の実施形態では、温度２８０℃で測定したせん断速度
１００秒－１と１０，０００秒－１でのせん断速度依存指数は１０～１４であり、具体的
には１１～１３である。一部の実施形態では、温度３００℃で測定したせん断速度１００
秒－１と１０，０００秒－１でのせん断速度依存指数は６～１２であり、具体的には７～
１１であり、より具体的には８～１０である。
【００１０】
　一部の実施形態では、該射出成形組成物の粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温
度２６０℃、せん断速度１００秒－１の条件で測定して１０００Ｐａ・ｓ未満であり、お
よび／または、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２８０℃、せん断速度１００秒－１

の条件で測定して６００Ｐａ・ｓ未満であり、および／または、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に
準じて、温度３００℃、せん断速度１００秒－１の条件で測定して４００Ｐａ・ｓ未満で
ある。一部の実施形態では、該射出成形組成物の溶融粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準
じて、温度２６０～３００℃、せん断速度１００秒－１の条件で測定して２００～１００
０Ｐａ・ｓであり、具体的には４００～１０００Ｐａ・ｓである。温度２６０℃では、せ
ん断速度１００秒－１における溶融粘度は６００～９００Ｐａ・ｓであり得る。温度２８
０℃では、せん断速度１００秒－１における溶融粘度は４００～６００Ｐａ・ｓであり得
る。また、温度３００℃では、せん断速度１００秒－１における溶融粘度は２００～４０
０Ｐａ・ｓであり得る。
【００１１】
　前述のとおり、上記せん断速度依存指数の限定は、射出成形品が大型で薄肉の断面を有
する場合に、特に重要である。そうした成形品は、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、
少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有する部分を含むこ
とで特徴付けられる。このように、該第１および第２の寸法は、該断面の「大型な」特性
を規定し、該第３の寸法は、該断面の「薄い」特性を規定している。一部の実施形態では
、第１の寸法は１０～１００ｃｍであり、第２の寸法は１０～１００ｃｍであり、第３の
寸法は０．０２～１ｃｍである。一部の実施形態では、第１の寸法は３０～１００ｃｍで
あり、第２の寸法は３０～１００ｃｍであり、第３の寸法は０．１～０．５ｃｍである。
【００１２】
　一部の実施形態では、該第１および第２の寸法は平面を規定する。例えば、前記成形品
は、少なくとも１つの壁が（平面）長方形をした全体的に直方体形状の電槽とすることが
できる。
【００１３】
　該射出成形組成物はポリ（アリーレンエーテル）を含有している。好適なポリ（アリー
レンエーテル）類としては、下式の繰り返し構造単位を含むものが挙げられる。
【００１４】
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【化１】

【００１５】
　式中、Ｚ１はそれぞれ独立に、ハロゲン、第三級ヒドロカルビルではない非置換または
置換Ｃ１－Ｃ１２ヒドロカルビル、Ｃ１－Ｃ１２ヒドロカルビルチオ、Ｃ１－Ｃ１２ヒド
ロカルビルオキシ、または少なくとも２つの炭素原子がハロゲン原子と酸素原子とを分離
しているＣ２－Ｃ１２ハロヒドロカルビルオキシであり、Ｚ２はそれぞれ独立に、水素、
ハロゲン、第三級ヒドロカルビルではない非置換または置換Ｃ１－Ｃ１２ヒドロカルビル
、Ｃ１－Ｃ１２ドロカルビルチオ、Ｃ１－Ｃ１２ヒドロカルビルオキシ、または少なくと
も２つの炭素原子がハロゲン原子と酸素原子とを分離しているＣ２－Ｃ１２ハロヒドロカ
ルビルオキシである。本明細書では、用語「ヒドロカルビル」は、単独で用いられていて
も、他の用語の接頭辞、接尾辞あるいはその一部として用いられていても、炭素と水素だ
けを含む残基を指す。残基は、脂肪族あるいは芳香族、直鎖、環式、二環式、分枝鎖、飽
和あるいは不飽和であり得る。それにはまた、脂肪族、芳香族、直鎖、環式、二環式、分
枝鎖、飽和および不飽和の炭化水素部分の組み合わせが含まれ得る。しかしながら、該ヒ
ドロカルビル残基が置換として記載された場合には、置換された炭素員および水素員上に
ヘテロ原子を選択的に含んでいてもよい。このように、置換と特定的に記載された場合は
、該ヒドロカルビル残基は、１つまたは複数のカルボニル基、アミノ基、水酸基などを含
んでいてもよく、あるいは、ヒドロカルビル残基骨格内にヘテロ原子を含んでいてもよい
。一例として、Ｚ１は、末端３，５－ジメチル－１，４－フェニル基と酸化重合触媒のジ
－ｎ－ブチルアミン成分との反応で形成されたジ－ｎ－ブチルアミノメチル基であっても
よい。
【００１６】
　一部の実施形態では、前記ポリ（アリーレンエーテル）は、２，６－ジメチル－１，４
－フェニレンエーテル単位と、２，３，６－トリメチル－１，４－フェニレンエーテル単
位、またはこれらの組合せを含む。一部の実施形態では、前記ポリ（アリーレンエーテル
）はポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）である。
【００１７】
　前記ポリ（アリーレンエーテル）は、典型的に前記水酸基のオルト位置に存在するアミ
ノアルキル含有末端基を有する分子を含み得る。また、テトラメチルジフェノキノン（Ｔ
ＭＤＱ）副生成物が存在する２，６－ジメチルフェノール含有反応混合物から典型的に得
られるテトラメチルジフェノキノン末端基も存在することが多い。該ポリ（アリーレンエ
ーテル）は、ホモポリマー、共重合体、グラフト共重合体、イオノマー、ブロック共重合
体、あるいはこれらのうちの少なくとも１つを含む組み合わせの形態であり得る。
【００１８】
　前記ポリ（アリーレンエーテル）の固有粘度は、クロロホルム中２５℃で測定して０．
３～０．５５ｄＬ／ｇである。具体的には、該ポリ（アリーレンエーテル）の固有粘度は
０．３５～０．５ｄＬ／ｇであり、より具体的には０．３５～０．４５ｄＬ／ｇであって
もよい。
【００１９】
　前記射出成形組成物は、射出成形組成物の全質量に対して３０～６０の質量％の前記ポ
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リ（アリーレンエーテル）を含む。この範囲内で、該ポリ（アリーレンエーテル）の量は
、４０～６０質量％に、より具体的には４５～６０質量％に、さらにより具体的には５０
～６０質量％に、さらにより具体的には５０～５５質量％にできる。
【００２０】
　前記射出成形組成物は、前記ポリ（アリーレンエーテル）に加えてゴム変性ポリスチレ
ンを含む。ゴム変性ポリスチレン類は、「高衝撃ポリスチレン」あるいは「ＨＩＰＳ」と
呼ばれることもある。一部の実施形態では、該ゴム変性ポリスチレンは、８０～９６質量
％のポリスチレン、具体的には８８～９４質量％のポリスチレンと、４～２０質量％のポ
リブタジエン、具体的には６～１２質量％のポリブタジエンと、を含む。一部の実施形態
では、該ゴム変性ポリスチレンの有効ゲル含量は１０～３５％である。好適なゴム変性ポ
リスチレン類は、例えば、ＧＥプラスチック社(現在は、ＳＡＢＩＣ　Ｉｎｎｏｖａｔｉ
ｖｅ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ社)からＧＥＨ１８９７として、またＣｈｅｖｒｏｎ社からＤ７
０２２．２７として市販されている。
【００２１】
前記射出成形組成物は、その全質量に対して２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンを
含む。この範囲内で、該ゴム変性ポリスチレンの量は２０～５０質量％に、より具体的に
は２０～４０質量％に、さらにより具体的には２０～３０質量％にできる。
【００２２】
　前記射出成形組成物は、ポリ（アリーレンエーテル）およびゴム変性ポリスチレンに加
えて、１気圧下（ａｔ　ｏｎｅ　ａｔｍｏｓｐｈｅｒｅ）、２５～５０℃の範囲の少なく
とも１つの温度で液体であるリン酸トリアリールを含む。１気圧下、２５～５０℃の範囲
の少なくとも１つの温度で液体であるリン酸トリアリール類には、例えば、レゾルシノー
ルビス（ジフェニルホスフェート）、レゾルシノールビス（ジ－２，６－ジメチルフェニ
ルホスフェート）、ビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）、レゾルシノール
ビス（ジ－２，６－ジメチルフェニルホスフェート）、アルキル化トリフェニルホスフェ
ート類（メチル化トリフェニルホスフェート類およびブチル化トリフェニルホスフェート
類など）など、およびこれらの混合物が含まれる。該射出成形組成物は、その全質量に対
して、前記リン酸トリアリールを１０～２０質量％、具体的には１５～２０質量％含む。
【００２３】
　前記射出成形組成物は任意的に、アルケニル芳香族化合物と共役ジエンとの非水素化ブ
ロック共重合体をさらに含みうる。該アルケニル芳香族化合物は、例えばスチレン、メチ
ルスチレン、ｔ－ブチルスチレンなどであり得る。該共役ジエンは、例えばブタジエン、
イソプレンなどであり得る。好適な非水素化ブロック共重合体類には、例えばポリ（スチ
レン－ｂ－ブタジエン）ジブロック共重合体類やポリ（スチレン－ｂ－ブタジエン－ｂ－
スチレン）トリブロック共重合体類が含まれる。該非水素化ブロック共重合体が存在する
場合、その量は該射出成形組成物の全質量に対して、０．５～５質量％、具体的には１～
４質量％、より具体的には１～３質量％である。
【００２４】
　前記射出成形組成物は、その全質量に対して、１０～２０質量％の前記リン酸トリアリ
ールを含む。この範囲内で、前記ゴム変性ポリスチレンの量は１２～１８質量％に、より
具体的には１３～１７質量％にできる。
【００２５】
　前記射出成形組成物は任意的に、熱可塑性分野で既知の種々の添加剤をさら含む。例え
ば、該射出成形組成物は任意的に、安定剤、酸化防止剤、離型剤、加工助剤、液滴抑制剤
、成核剤、ＵＶカット剤、染料、顔料、香料、静電防止剤、鉱油、金属活性低下剤、ブロ
ッキング防止剤、ナノクレイなど、およびそれらの組み合わせから選択された添加剤をさ
らに含んでもよい。
【００２６】
　一部の実施形態では、前記射出成形組成物は、必要なものとしてまたは任意的なものと
して上述していない、いかなる成分も含まない。例えば、一部の実施形態では、該射出成
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形組成物が２質量％までの高分子離型剤および／または、例えば、一般にはアクロニムＴ
ＳＡＮと呼ばれるポリ（スチレン－アクリロニトリル）でグラフト化および／またはコー
ティングされたポリテトラフルオロエチレンなどの０．５質量％までのフルオロポリマー
含有添加剤を含むことができるならば、該射出成形組成物は、ポリ（アリーレンエーテル
）とゴム変性ポリスチレンと任意的な非水素化ブロック共重合体以外の、いかなるポリマ
ーも含まない。一部の実施形態では、該射出成形組成物は充填材を含まない。一部の実施
形態では、該射出成形組成物は、ポリアミド類、ポリエステル類、ポリオレフィンホモポ
リマー類、ポリ（アルケニル芳香族）ホモポリマー類、ポリ（フェニレンスルフィド）類
、およびアルケニル芳香族と共役ジエンとの水素化ブロック共重合体類を含まない。
【００２７】
　前記射出成形組成物は優れた溶融特性を示す。例えば、一部の実施形態では、該射出成
形組成物の溶融体積流量は、ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件
で測定して４０～７０ｃｍ３／１０ｍｉｎである。この範囲内で、溶融体積流量は５０～
６５ｃｍ３／１０ｍｉｎ、より具体的には５５～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎでありうる。
【００２８】
　前記射出成形組成物は、それから成形された物品に対して優れた物性を付与・発揮する
。例えば、一部の実施形態では、該射出成形組成物の熱変形温度は、ＩＳＯ１７８に準じ
て、１．８２ＭＰａの条件で測定して８１～１００℃である。この範囲内で、熱変形温度
は８５～１００℃であり、より具体的には９０～１００℃である。別の例として、一部の
実施形態では、該射出成形組成物の曲げ弾性率は、ＩＳＯ１７８に準じて、温度２３℃で
測定して少なくとも２５００ＭＰａである。曲げ弾性率は、具体的には２５００～３００
０ＭＰａであり、より具体的には２６００～２９００ＭＰａである。別の例として、一部
の実施形態では、該射出成形組成物のノッチ付アイゾッド衝撃強度は、ＩＳＯ１８０に準
じて、温度２３℃で測定して少なくとも５０Ｊ／ｍ２であり、具体的には５０～２００Ｊ
／ｍ２であり、より具体的には８０～１８０Ｊ／ｍ２である。
【００２９】
　一部の実施形態では、前記射出成形品の成形収縮は、後述の作業実施例に記載の方法に
準じて、温度２３℃で測定して０．７％以下である。具体的には成形収縮は０．４～０．
７％であり得る。
【００３０】
　前記射出成形組成物から種々の成形品が成形される。これら中には、鉛酸蓄電池のケー
スなどの電槽、ドア、テレビのフレーム、ノート型パソコンのカバー、工具ケースおよび
自動車部品などが含まれる。
【００３１】
　前記射出成形品はリサイクルできる。従って、該射出成形組成物は、その全重量に対し
て少なくとも５質量％のリサイクル含量を含むことができる。該リサイクル含量は、具体
的には５～５０質量％に、より具体的には１０～４０質量％に、さらにより具体的には１
０～３０質量％に、さらにより具体的には１０～２０質量％にできる。該リサイクル含量
には１～１０回リサイクルされた材料が含まれ得る。リサイクル含量で調製された射出成
形品は、リサイクルされていない樹脂で成形された物品の対応する物性値に対して、典型
的には少なくとも８５％の物性値を有する。
【００３２】
　特に好都合なリサイクルの例は、射出成形組成物で成形された鉛酸蓄電池槽のリサイク
ルである。この場合、該リサイクル含量あるいは射出成形組成物のいずれかが、全体とし
て０．１～２質量％の鉛（鉛元素として）を含み得る。この範囲内で、鉛含量は０．２～
１．３質量％に、より具体的には０．４～０．８質量％にできる。鉛酸蓄電池槽をリサイ
クルすることにより、環境への鉛排出量が低減される。
【００３３】
　特定の実施形態では、前記射出成形品は、３０～１００ｃｍの第１の寸法と、３０～１
００ｃｍの第２の寸法と、０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有する少なくとも１つ
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の基本的に平面状の断面を含み、射出成形組成物は、クロロホルム中２５℃で測定した固
有粘度が０．３～０．４３ｄＬ／ｇの、４５～５５質量％のポリ（２，６－ジメチル－１
，４－フェニレンエーテル）と、２５～３１質量％のゴム変性ポリスチレンと、１２～２
０質量％のリン酸トリアリール難燃剤と、を含有し、前記射出成形組成物は、ＡＳＴＭ　
Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１および１０，０００秒－１、温度が２６
０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１２～１７であり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に
準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒－１の条件で測定した粘度が６００～１０
００Ｐａ・ｓであり、ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件で測定
した溶融体積流量が３０～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎであり、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて
、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度が８１～１００℃であり、温度２３℃で測
定した成形収縮が０．４～０．７％であることを特徴とする電槽である。一部の実施形態
ではさらに、１．５～３ｍｍの範囲のサンプル厚み（すなわち、少なくとも１つのサンプ
ル厚み）で測定した、該射出成形組成物のＵＬ９４垂直燃焼試験等級はＶ－０またはＶ－
１である。
【００３４】
　別の実施形態は、射出成形組成物を射出して射出成形品を製造する方法であって、前記
射出成形品の一部は、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、少なくとも１０ｃｍの第２の
寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成形品は、クロロホルム中２５℃
で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～６０質量％のポリ（アリーレ
ンエーテル）と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、温度２５℃において液体
である、１０～２０質量％のリン酸トリアリール難燃剤と、を含有する射出成形組成物の
射出成形品であり、質量％はすべて、前記射出成形組成物の全質量に対するものであり、
ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１および１０，０００秒－１、
温度が２６０～３００℃の条件で測定した前記射出成形組成物のせん断速度依存指数が６
～１７である、ことを特徴とするステップを備える射出成形方法である。典型的な射出成
形条件は、２６０～３００℃のバレル温度と、５０～９０℃の型温度と、を用いるステッ
プを備える。
【００３５】
　前記射出成形方法の特定の実施形態では、前記射出成形品は、３０～１００ｃｍの第１
の寸法と、３０～１００ｃｍの第２の寸法と、０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有
する少なくとも１つの基本的に平面状の断面を含み、射出成形組成物は、クロロホルム中
２５℃で測定した固有粘度が０．３～０．４３ｄＬ／ｇの、４５～５５質量％のポリ（２
，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）と、２５～３１質量％のゴム変性ポリス
チレンと、１２～２０質量％のリン酸トリアリール難燃剤と、を含有し、前記射出成形組
成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１および１０，０００
秒－１、温度が２６０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１２～１７であり、ＡＳ
ＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒－１の条件で測定した
粘度が６００～１０００Ｐａ・ｓであり、ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重
５ｋｇの条件で測定した溶融体積流量が３０～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎであり、ＡＳＴＭ
　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度が８１～１００℃であ
り、温度２３℃で測定した成形収縮が０．４～０．７％であることを特徴とする電槽であ
って、前記射出成形は、２６０～３００℃のバレル温度と、５０～９０℃の型温度と、を
用いるステップを備える。
【００３６】
　一部の実施形態では、前記射出成形組成物は、少なくとも１質量％のリサイクル含量を
含む。一部の実施形態では、該射出成形組成物は、５～５０質量％のリサイクル含量を、
具体的には１０～４０質量％のリサイクル含量を、より具体的には１０～３０質量％のリ
サイクル含量を、さらにより具体的には１０～２０質量％のリサイクル含量を含む。一部
の実施形態では、該リサイクル含量は、その質量に対して０．１～２質量％の鉛を含み得
る。この範囲内で、鉛含量は０．２～１．３質量％、具体的には０．４～０．８質量％で
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あり得る。一部の実施形態では、該射出成形組成物は、その全質量に対して全体として０
．１～２質量％の鉛を含み得る。この範囲内で、該鉛含量は０．２～１．３質量％、具体
的には０．４～０．８質量％であり得る。
【００３７】
　ある実施形態は、上記の方法で調製された射出成形品である。
【００３８】
　本発明は、少なくとも以下の実施形態を含む。
【００３９】
　（実施形態１）
　射出成形品の一部が、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、少なくとも１０ｃｍの第２
の寸法と、１ｃｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成形品は、クロロホルム中２５
℃で測定した固有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～６０質量％のポリ（アリー
レンエーテル）と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、１気圧下、２５～５０
℃の範囲の少なくとも１つの温度で液体である、１０～２０質量％のリン酸トリアリール
と、を含有する射出成形組成物の射出成形品であり、質量％はすべて、前記射出成形組成
物の全質量に対するものであり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒
－１および１０，０００秒－１、温度が２６０～３００℃の条件で測定した前記射出成形
組成物のせん断速度依存指数が６～１７である、ことを特徴とする射出成形品。
【００４０】
　（実施形態２）
　温度２６０℃における前記せん断速度依存指数が１２～１７であることを特徴とする実
施形態１に記載の射出成形品。
【００４１】
　（実施形態３）
　温度２８０℃における前記せん断速度依存指数が１０～１４であることを特徴とする実
施形態１または実施形態２に記載の射出成形品。
【００４２】
　（実施形態４）
　温度３００℃における前記せん断速度依存指数が６～１２であることを特徴とする実施
形態１乃至実施形態３のいずれかに記載の射出成形品。
【００４３】
　（実施形態５）
　前記第１の寸法は１０～１００ｃｍであり、前記第２の寸法は１０～１００ｃｍであり
、前記第３の寸法は０．０２～１ｃｍであることを特徴とする実施形態１乃至実施形態４
のいずれかに記載の射出成形品。
【００４４】
　（実施形態６）
　前記第１の寸法は３０～１００ｃｍであり、前記第２の寸法は３０～１００ｃｍであり
、前記第３の寸法は０．１～０．５ｃｍであることを特徴とする実施形態１乃至実施形態
５のいずれかに記載の射出成形品。
【００４５】
　（実施形態７）
　前記第１および第２の寸法は平面を規定することを特徴とする実施形態１乃至実施形態
６のいずれかに記載の射出成形品。
【００４６】
　（実施形態８）
　前記射出成形組成物の粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断
速度１００秒－１の条件で測定して１０００Ｐａ・ｓ未満であることを特徴とする実施形
態１乃至実施形態７のいずれかに記載の射出成形品。
【００４７】
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　（実施形態９）
　前記射出成形組成物の粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２８０℃、せん断
速度１００秒－１の条件で測定して６００Ｐａ・ｓ未満であることを特徴とする実施形態
１乃至実施形態８のいずれかに記載の射出成形品。
【００４８】
　（実施形態１０）
　前記射出成形組成物の粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度３００℃、せん断
速度１００秒－１の条件で測定して４００Ｐａ・ｓ未満であることを特徴とする実施形態
１乃至実施形態９のいずれかに記載の射出成形品。
【００４９】
　（実施形態１１）
　前記射出成形組成物の粘度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０～３００℃
、せん断速度１００秒－１の条件で測定して２００～１０００Ｐａ・ｓであることを特徴
とする実施形態１乃至実施形態１０のいずれかに記載の射出成形品。
【００５０】
　（実施形態１２）
　前記射出成形組成物の溶融体積流量は、ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８０℃、荷重
５ｋｇの条件で測定して４０～７０ｃｍ３／１０ｍｉｎであることを特徴とする実施形態
１乃至実施形態１１のいずれかに記載の射出成形品。
【００５１】
　（実施形態１３）
　前記射出成形組成物の熱変形温度は、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの
条件で測定して８１～１００℃であることを特徴とする実施形態１乃至実施形態１２のい
ずれかに記載の射出成形品。
【００５２】
　（実施形態１４）
　前記射出成形組成物の曲げ弾性率は、ＩＳＯ１７８に準じて、温度２３℃で測定して少
なくとも２５００Ｍｐａであることを特徴とする実施形態１乃至実施形態１３のいずれか
に記載の射出成形品。
【００５３】
　（実施形態１５）
　前記射出成形組成物の曲げ弾性率は、ＩＳＯ１７８に準じて、温度２３℃の条件にて測
定して２５００～３０００ＭＰａであることを特徴とする実施形態１乃至実施形態１４の
いずれかに記載の射出成形品。
【００５４】
　（実施形態１６）
　前記射出成形組成物のノッチ付アイゾッド衝撃強度は、ＩＳＯ１８０に準じて、温度２
３℃で測定して少なくとも５０Ｊ／ｍ２であることを特徴とする実施形態１乃至実施形態
１５のいずれかに記載の射出成形品。
【００５５】
　（実施形態１７）
　前記射出成形組成物のノッチ付アイゾッド衝撃強度は、ＩＳＯ１８０に準じて、温度２
３℃で測定して５０～２００Ｊ／ｍ２であることを特徴とする実施形態１乃至実施形態１
６のいずれかに記載の射出成形品。
【００５６】
　（実施形態１８）
　前記射出成形品の成形収縮は、温度２３℃で測定して０．７％以下であることを特徴と
する実施形態１乃至実施形態１７のいずれかに記載の射出成形品。
【００５７】
　（実施形態１９）
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　前記射出成形品の成形収縮は、温度２３℃で測定して０．４～０．７％であることを特
徴とする実施形態１乃至実施形態１８のいずれかに記載の射出成形品。
【００５８】
　（実施形態２０）
　前記ゴム変性ポリスチレンは、８８～９４質量％のポリスチレンと、６～１２質量％の
ポリブタジエンと、を含むことを特徴とする実施形態１乃至実施形態１９のいずれかに記
載の射出成形品。
【００５９】
　（実施形態２１）
　前記リン酸トリアリールは、レゾルシノールビス（ジフェニルホスフェート）、ビスフ
ェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）、あるいはこれらの混合物であることを特徴
とする実施形態１乃至実施形態２０のいずれかに記載の射出成形品。
【００６０】
　（実施形態２２）
　前記射出成形組成物はさらに、０．５～５質量％のポリスチレン－ポリブタジエン－ポ
リスチレントリブロック共重合体を含むことを特徴とする実施形態１乃至実施形態２１の
いずれかに記載の射出成形品。
【００６１】
　（実施形態２３）
　前記射出成形組成物はさらに、安定剤、酸化防止剤、離型剤、加工助剤、液滴抑制剤、
着色剤、香料およびこれらの混合物から成る群から選択される添加剤を含むことを特徴と
する実施形態１乃至実施形態２２のいずれかに記載の射出成形品。
【００６２】
　（実施形態２４）
　前記射出成形組成物は、ポリアミド類、ポリエステル類、ポリオレフィンホモポリマー
類、ポリ（アルケニル芳香族）ホモポリマー類、ポリ（フェニレンスルフィド）類、およ
びアルケニル芳香族と共役ジエンとの水素化ブロック共重合体類を含まないことを特徴と
する実施形態１乃至実施形態２３のいずれかに記載の射出成形品。
【００６３】
　（実施形態２５）
　前記射出成形組成物が２質量％までの高分子離型剤および／または０．５質量％までの
フルオロポリマー含有添加剤を含むことができるならば、前記射出成形組成物は、前記ポ
リ（アリーレンエーテル）と前記ゴム変性ポリスチレンとポリスチレン－ポリブタジエン
－ポリスチレントリブロック共重合体以外のいかなるポリマーも含まないことを特徴とす
る実施形態１乃至実施形態２４のいずれかに記載の射出成形品。
【００６４】
　（実施形態２６）
　前記射出成形品は電槽であることを特徴とする実施形態１乃至実施形態２５のいずれか
に記載の射出成形品。
【００６５】
　（実施形態２７）
　前記射出成形組成物は、少なくとも５質量％のリサイクル含量を含むことを特徴とする
実施形態１乃至実施形態２６のいずれかに記載の射出成形品。
【００６６】
　（実施形態２８）
　前記射出成形組成物は、５～５０質量％のリサイクル含量を含むことを特徴とする実施
形態１乃至実施形態２７のいずれかに記載の射出成形品。
【００６７】
　（実施形態２９）
　前記リサイクル含量は、１～１０回リサイクルされた材料を含むことを特徴とする実施
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形態２８に記載の射出成形品。
【００６８】
　（実施形態３０）
　前記射出成形品は電槽であり、前記リサイクル含量は、その全質量に対して０．１～２
質量％の鉛を含むことを特徴とする実施形態１乃至実施形態２９のいずれかに記載の射出
成形品。
【００６９】
　（実施形態３１）
　前記射出成形品は電槽であり、前記射出成形組成物は、その全質量に対して０．１～２
質量％の鉛を含むことを特徴とする実施形態１乃至実施形態２９のいずれかに記載の射出
成形品。
【００７０】
　（実施形態３２）
　前記射出成形品は、３０～１００ｃｍの第１の寸法と、３０～１００ｃｍの第２の寸法
と、０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有する少なくとも１つの基本的に平面状の断
面を含み、前記射出成形組成物は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度が０．３～
０．４３ｄＬ／ｇの、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）を含む４
５～５５質量％の前記ポリ（アリーレンエーテル）と、２５～３１質量％の前記ゴム変性
ポリスチレンと、１２～２０質量％の前記リン酸トリアリール難燃剤と、を含有し、前記
射出成形組成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１および１
０，０００秒－１、温度が２６０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１２～１７で
あり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒－１の条件
で測定した粘度が６００～１０００Ｐａ・ｓであり、ＩＳＯ１１３３に準じて、温度２８
０℃、荷重５ｋｇの条件で測定した溶融体積流量が３０～６０ｃｍ３／１０ｍｉｎであり
、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度が８１～１
００℃であり、温度２３℃で測定した成形収縮が０．４～０．７％の電槽であることを特
徴とする実施形態１に記載の射出成形品。
【００７１】
　（実施形態３３）
　前記射出成形組成物はさらに、１．５～３ｍｍの範囲のサンプル厚みで測定したＵＬ９
４垂直燃焼試験等級がＶ－０またはＶ－１であることを特徴とする実施形態３２に記載の
射出成形品。
【００７２】
　（実施形態３４）
　射出成形組成物を射出して射出成形品を製造するステップであって、前記射出成形品の
一部は、少なくとも１０ｃｍの第１の寸法と、少なくとも１０ｃｍの第２の寸法と、１ｃ
ｍ未満の第３の寸法と、を有し、前記射出成形品は、クロロホルム中２５℃で測定した固
有粘度が０．３～０．５５ｄＬ／ｇの、３０～６０質量％のポリ（アリーレンエーテル）
と、２０～６０質量％のゴム変性ポリスチレンと、１気圧下、２５～５０℃の範囲の少な
くとも１つの温度で液体である、１０～２０質量％のリン酸トリアリールと、を含有する
射出成形組成物の射出成形品であり、質量％はすべて、前記射出成形組成物の全質量に対
するものであり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－１および１０
，０００秒－１、温度が２６０～３００℃の条件で測定した前記射出成形組成物のせん断
速度依存指数が６～１７であることを特徴とするステップを備える射出成形方法。
【００７３】
　（実施形態３５）
　前記射出成形は、２６０～３００℃のバレル温度と、５０～９０℃の型温度と、を用い
るステップを備えることを特徴とする実施形態３４に記載の射出成形方法。
【００７４】
　（実施形態３６）
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　前記射出成形品は、３０～１００ｃｍの第１の寸法と、３０～１００ｃｍの第２の寸法
と、０．１～０．５ｃｍの第３の寸法と、を有する少なくとも１つの基本的に平面状の断
面を含む電槽であり、前記射出成形組成物は、クロロホルム中２５℃で測定した固有粘度
が０．３～０．４３ｄＬ／ｇの、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル
）を含む４５～５５質量％の前記ポリ（アリーレンエーテル）と、２５～３１質量％の前
記ゴム変性ポリスチレンと、１２～２０質量％の前記リン酸トリアリール難燃剤と、を含
有し、前記射出成形組成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、せん断速度が１００秒－

１および１０，０００秒－１、温度が２６０℃の条件で測定したせん断速度依存指数が１
２～１７であり、ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０℃、せん断速度が１００秒
－１の条件で測定した粘度が６００～１０００Ｐａ・ｓであり、ＩＳＯ１１３３に準じて
、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件で測定した溶融体積流量が３０～６０ｃｍ３／１０ｍ
ｉｎであり、ＡＳＴＭ　Ｄ６４８に準じて、１．８２ＭＰａの条件で測定した熱変形温度
が８１～１００℃であり、温度２３℃で測定した成形収縮が０．４～０．７％であり、前
記射出成形は、２６０～３００℃のバレル温度と、５０～９０℃の型温度と、を用いるス
テップを含むことを特徴とする実施形態３４に記載の射出成形方法。
【００７５】
　（実施形態３７）
　前記射出成形組成物は、少なくとも１質量％のリサイクル含量を含むことを特徴とする
実施形態３４乃至実施形態３６のいずれかに記載の射出成形方法。
【００７６】
　（実施形態３８）
　前記射出成形組成物は、５～５０質量％のリサイクル含量を含むことを特徴とする実施
形態３４乃至実施形態３６のいずれかに記載の射出成形方法。
【００７７】
　（実施形態３９）
　前記リサイクル含量は、その質量に対して０．１～２質量％の鉛を含むことを特徴とす
る実施形態３８に記載の射出成形方法。
【００７８】
　（実施形態４０）
　前記射出成形組成物は、その全質量に対して０．１～２質量％の鉛を含むことを特徴と
する実施形態３６乃至実施形態３８のいずれかに記載の射出成形方法。
【００７９】
　（実施形態４１）
　実施形態３４乃至実施形態４０のいずれかに記載の方法で調製されたことを特徴とする
射出成形品。
【００８０】
　本発明を、以下の限定しない実施例によってさらに説明する。
【００８１】
　（実施例１～４、比較例１）
　成形組成物、レオロジー特性および製造した成形品の物性との関係を、これらの実施例
によって説明する。
【００８２】
　表１に記載の材料を用いて射出成形組成物を調製した。
【００８３】
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【表１】

【００８４】
　すべての成分量が質量部で表示された表２の成分量を用いて、すべての実施例の組成物
を押出混合した。内径５３ｍｍ、１０ゾーンの二軸スクリュ押出機を、スクリュ回転速度
が２８０ｒｐｍ、ゾーン温度が供給口から口金に向かって、２００－２４５－２６０－２
６０－２６０－２６０－２６０－２６０－２６０－２６０℃で操作して押出混合を行った
。押出品を冷却してペレットに裁断した。
【００８５】
　ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８－０４に準じて、温度２８０℃、荷重５ｋｇの条件で測定して、
溶融体積流量（ＭＶＲ）の値をｃｍ３／１０ｍｉｎ単位で求めた。
【００８６】
　ＡＳＴＭ　Ｄ３８３５に準じて、温度２６０、２８０および３００℃、せん断速度１０
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０秒－１～１０，０００秒－１とし、毛細管の長さ：径比２０：１、毛細管径１．０ｍｍ
、毛細管入口角１８０°および滞留時間４分の条件で、カイエネス（Ｋａｙｅｎｅｓｓ）
毛細管粘度計を用いて、溶融粘度値をＰａ・ｓ単位で求めた。せん断速度１００秒－１に
おける溶融粘度とせん断速度１０，０００秒－１における溶融粘度との比として、せん断
速度依存指数（「ＳＴＩ」）を求めた。
【００８７】
　１０，０００秒－１におけるせん断速度。せん断速度と温度の関数としての溶融粘度値
、および温度の関数としてのせん断速度依存指数を表３に示す。
【００８８】
　バレル温度２６０℃、型温度５５℃、圧力４．８３ＭＰａ（７００ｐｓｉ）、射出速度
５．０８ｃｍ／ｓｅｃ（２インチ／ｓｅｃ）の条件で、物性試験用サンプルを射出成形し
た。
【００８９】
　ＩＳＯ１７８（２００１）に準じて、曲げ弾性率値をＭＰａ単位で求めた。テスト棒は
、８０ｍｍ×１０ｍｍ×４ｍｍの大きさであった。表２の曲げ弾性率値は５本のテスト棒
の試験結果の平均値である。
【００９０】
　ＩＳＯ１７８（２００１）に準じて、５％歪み時の曲げ応力をＭＰａ単位で求めた。
【００９１】
　ＡＳＴＭ　Ｄ６４８－０７に準じて、荷重１．８２ＭＰａでの、３．２ｍｍ棒での熱変
形温度（ＨＤＴ）の値を℃単位で求めた。
【００９２】
　ＩＳＯ１８０（２０００）に準じて、温度２３℃での３．２ｍｍ棒におけるノッチ付ア
イゾッド衝撃強度（ＮＩＩ）の値をＪ／ｍ２単位で求めた。
【００９３】
　標準の「Ｄｙｎａｔｕｐ」ディスク（ＡＳＴＭ　Ｄ３７６３－０６参照）を成形し、流
れ方向および流れに直角な方向における実際の部品径を測定して、成形収縮値を％単位で
求めた。該成形方法では、溶融樹脂はディスク状型の一端に入り、型を充填しながら他端
まで流動する。報告した成形収縮値は、以下の数式で表される２方向における成形収縮の
平均値である。
【００９４】
【数１】

【００９５】

【数２】

　式中、型径（成形径）は該型のディスク径であり、流れ方向の径（流れ径）は、樹脂流
れ方向における成形ディスク径であり、流れに直角な方向の径は、樹脂流れ方向と垂直な
方向の成形ディスク径である。
【００９６】
　表２および３の特性に関し、実施例１～４の射出成形組成物からは、０．４８～０．６
６％という驚くほど低い成形収縮値の物品が得られた。観察されたこれらの成形収縮値は
、０．７４％という比較例１の成形収縮値より予想外に低かった。また、実施例１～４の
組成物の熱変形温度は８１～９８℃であり、比較例１の８０℃と比較して優れていた。ま
た、実施例１～４の組成物のせん断速度依存指数は、比較例１と比べて低減されていた。
具体的には、比較例１のせん断速度依存指数１７．９に対して、実施例１～４のそれは１
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発明者は、１００～１０，０００秒－１における粘度から求められるせん断速度依存指数
によって、電槽などの大型で薄肉の物品の成形可能性が予測できると考える。射出成形で
はせん断速度が１０００～１０，０００秒－１における溶融粘度が重要だと考えられてい
たことからすると、これは驚くべきことである。このように、１００～１０，０００秒－

１における粘度を基に求めたせん断速度依存指数は、大型で薄肉の物品をポリ（アリーレ
ンエーテル）組成物から成形するための、以前には認識されていなかった有効変数である
と思われる。
【００９７】
【表２】

【００９８】
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【表３】

【００９９】
　（実施例５、比較例２および３）
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　これらの実施例によって、該射出成形組成物がスケールアップできることを示す。
【０１００】
　この一連の実施例では、長さ：内径比（Ｌ／Ｄ）が１５．５：１の２０３ｍｍ内径Ｂａ
ｋｅｒ－Ｐｅｒｋｉｎｓ二軸スクリュ押出機を用いた押出混合で該射出成形組成物を調製
した。典型的なスクリュ回転速度は２７５ｒｐｍであった。６ゾーンの温度制御として、
温度供給口から口金に向かって、２０４－２６０－２６０－２６０－２６０－２８８℃（
４００－５００－５００－５００－５００－５５０Ｆａｒｅｎｈｅｉｔ）という、通常の
温度勾配を用いた。押出混合のためのスクリュ設計は、計測ゾーンと溶融ゾーンに続いて
、混合ゾーンと揚液ゾーンとを同時に配置した。代表的な生産速度を１４００～２３００
ｋｇ／時間（３０００～５０００ポンド／時間）とした。生成した押出品を冷却してペレ
ットに裁断した。
【０１０１】
　組成物と燃焼特性を表４に要約した。実施例５の組成物は前述の実施例３のものと同じ
であり、比較例２のそれは前述の比較例１のそれと同じである。ＵＬ９４の「装置と器具
の部品用プラスチック材料の燃焼性試験」（「Ｔｅｓｔ　ｆｏｒ　Ｆｌａｍｍａｂｉｌｉ
ｔｙ　ｏｆ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ｆｏｒ　Ｐａｒｔｓ　ｉｎ　Ｄｅ
ｖｉｃｅｓ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉａｎｃｅｓ」）第５版（１９９６）の、３ｍｍ厚のサン
プルを用いた垂直燃焼試験に準じて、９４等級を決定した。
【０１０２】
　粘度測定の結果を表５に示す。各溶融粘度値は８つのサンプルでの測定の平均値である
。
【０１０３】



(20) JP 5314128 B2 2013.10.16

10

20

30

40

【表４】

【０１０４】
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【表５】

【０１０５】
　本明細書では実施例を用いて最良の実施形態を始めとする典型的な実施形態を開示して
おり、当業者によって本発明をなし使用することが可能な実施形態を開示している。本発
明の特許範囲は請求の範囲によって定義され、当業者がもたらすその他の実施例も包含し
得る。こうしたその他の実施例は、請求の範囲の文字どおりの解釈と違わない構成要素を
有する場合、あるいは請求の範囲の文字どおりの解釈とごくわずかな違いしかない等価な
構成要素を含んでいる場合には、請求の範囲の範囲内であると意図される。
【０１０６】
　引用された特許、特許出願および他の参考文献はすべて、参照により本明細書に援用さ
れる。しかしながら、本出願中の用語が援用された参考文献の用語と矛盾するか対立する
場合、本出願の用語が援用された参考文献の矛盾する用語に優先する。
【０１０７】
　本明細書で開示されたすべての範囲は評価項目（ｅｎｄｐｏｉｎｔｓ）を含むものであ
り、該評価項目は互いに独立に組み合わせ可能である。
【０１０８】
　本発明の記述文脈（特に以下の請求の範囲の文脈）における単数表現は、本明細書で別
途明示がある場合または文脈上明らかに矛盾する場合を除き、単数および複数を含むもの
と解釈される。さらに、本明細書で用いられる、「第１の」「第２の」などの用語は、い
かなる順序や量あるいは重要度を表すものではなく、ある要素と他の要素とを区別するた
めに用いるものである。量に関連して用いられる修飾語「約」は、述べられた数値を含ん
でおり、文脈で指図された意味を有している（例えば、特定の量の測定に付随する誤差の
程度を含むなど）。
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